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１．平成１６年度決算 

１ 

損 益 概 況             
   （単位：億円、％） 

１５年度比  
１５年度 １６年度 

増減額 増減率 

業 務 粗 利 益 ８５１ ８３８  ▲ １３ ▲     1.6 

資 金 利 益 ７５１ ７４１  ▲ １０ ▲     1.4 

役 務 取 引 等 利 益 １０２ １０４         ２    1.9  

国 債 等 債 券 損 益 ▲    ０     ▲    ２ ▲    ２  

経 費 ５７３ ５５６ ▲１７ ▲     3.0 

一般貸倒引当金繰入前業務純益 ２７８ ２８２ ４ 1.2 

［ コ ア 業 務 純 益 ］［      ２７８］［      ２８４］［     ６］ ［    1.9］

一般貸倒引当金繰入額 ▲  ６０ ▲  ６５ ▲    ５  

業 務 純 益 ３３８ ３４７ ９ 2.6 

臨 時 損 益 ▲１７４ ▲１７９ ▲  ５  

株 式 等 関 係 損 益 ２ ▲    ０ ▲    ２  
 

不良債権処理損失 １７２ １７３ １  

経 常 利 益 １６４ １６８ ４ 2.3 

特 別 利 益 ６８ １ ▲ ６７  

特 別 損 失 ３ １８ １５  

法人税、住民税等（調整額含む） １０８ ６２ ▲ ４６  

当 期 純 利 益 １２１ ８９ ▲ ３２ ▲     26.5 
 

資金利益  
引続き減益となったものの、
有価証券利息の増収により 
減益幅は縮小 

業務純益 
業務粗利益の減少を経費の削減で
カバーし、一般貸倒引当金繰入前
業務純益は増益 

自己査定基準に基づく 
所有不動産の償却額を計上 

当期純利益 
特別損益の減少により、
最終利益は減益 

新中期経営計画を前にして､
予防的に不良債権処理を実施 
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２

主 要 勘 定 ･ 利 回 ･ 利 鞘            

 ■ 主要勘定(平残)
         （単位：億円、％）

15 年 度 16 年 度
15 年度比

増減率

貸 出 金 ３０，６２４ ３０，８７０  ０．８

コ ア 貸 出 金 ２９，１５７ ２９，１７２ ０．１

事 業 性 貸 出 １８，７８５ １８，３７５ ▲  ２．２

消費者ローン ６，４１７ ６，５９６ ２．８

(住宅ローン      ) (５，６５３) (５，８６４) (３．７)

地公体等向け ３，９５５ ４，２０１ ６．２

有 価 証 券 １６，１６６ １７，４６９ ８．１

国 債 ９，０２７ ８，９１１  ▲  １．３

社 債 ３，３６６ ４，４９１ ３３．４

株 式 ６４５ ６５１   ０．９

預金＋譲渡性預金 ４７，８６２ ４８，８９２ ２．２

個 人 預 金 ３２，５２１ ３３，３１４ ２．４

法 人 預 金 １１，４１３ １１，６５１  ２．１

（注）コア貸出金は、預金保険機構・財務省等向け貸出金およびローンパーティシ
ペーションを除いた貸出金

■ 利回・利鞘
    （単位：％）

15 年度 16 年度
15 年度比

増減

貸 出 金 利 回 １．８６ １．７７ ▲０．０９

コア貸出金利回 １．９５ １．８７ ▲０．０８

有 価 証 券 利 回 １．２３ １．２０ ▲０．０３

預 金 等 利 回 ０．０３ ０．０３ ０．００

資金スプレッド １．５１ １．４５ ▲０．０６

総 資 金 利 鞘 ０．３１ ０．３１ ０．００
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自 己 資 本 の 状 況             
 
 
 

自己資本の推移

579 575
473 503

1,943 1,994
2,2242,189

163166173190
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14/3末 15/3末 16/3末 17/3末

億円
補完的項目
税効果相当額
税効果相当額を除く基本的項目

2,712 2,742 2,828 2 ,890

◆ 自己資本比率は１１．０４％と、 

   健全性を維持 

  （国際統一基準では１２．５３％） 

◆ Ｔｉｅｒ１比率も１０．４１％ 

基本的項目(Tier１)

（注）税効果相当額は、その他有価証券の評価差額に係る繰延税金負債との相殺前の繰延税金資産 
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自己資本比率
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◆ 税効果相当額のＴｉｅｒ１に対する割合 

   １８．４％ 

 

◆ 税効果相当額除きの自己資本比率 

   ９．１２％ 
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金融再生法開示債権の状況 

 金融再生法開示債権の推移
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％

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

金融再生法開示債権比率

 
 保全額

優良担保等 不動産等 引当金 
保全率 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権
686 58 279 349 100.0 

危 険 債 権 566 57 304 205 73.1 

要管理債権 333 7 268 58 67.9 

合    計 1,585 122 851 612 81.3 

保全状況
（単位：億円、％）

◆ 金融再生法開示債権ベースの不良債権は１４年

９月末をピークに減少。 

   不良債権比率は５％台に低下 

（部分直接償却を行った場合は４％台へ） 

◆  保全率は８０％台を維持 

（１７年３月末）

1,949
2,006

2,594 2,567

（ ▲  ←ピーク値 14/9 末：8.83％，2,804 億円 ）
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与 信 費 用 の 推 移             
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆ 与信費用の内訳 
                                                                   （単位：億円） 

 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 

一般貸倒引当金繰入額 ７５ ▲ ９ ▲６０ ▲６５

不 良 債 権 処 理 損 失 ２４９ ７８ １７２ １７３

 （うち債権売却損） （４） （２８） （６３） （１１）

合  計 ３２４ ６９ １１２ １０８
 
（注）損益計算書上は、一般貸倒引当金取崩額と個別貸倒引当金純繰入額の差額（10 億円）を特別利益に計上
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1.03
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0.22
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0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

％

与信費用
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６

前中期経営計画基本目標の達成状況

        

  Ⅰ．営業目標

  貸出金末残（億円）

  うち コア貸出金末残（億円）

   

  Ⅱ．収益目標

  業務純益（億円）

   

  Ⅲ．効率性目標

  ＯＨＲ（％）

   

  Ⅳ．健全性目標

  自己資本比率（％）

  （国内基準）

  不良債権比率（％）

  （金融再生法開示債権ベース）

以上
３１，４００

以上
２９，５００

以上
３１０

以下
６８．００

以上
１０．００

以下
６．０９

３２，２１０

３０，６９９

３４７

６６．３６

１１．０４

５．９５

基本目標 １６年度
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経 営 環 境 ・ 経 営 課 題            

63.4

64.8

67.3
66.4
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60
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64
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68
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72

13年度 14年度 15年度 16年度

％

363

321

278 284

200

250

300

350

400

13年度 14年度 15年度 16年度

億円

経営環境

・景気回復・デフレ
脱却への期待

・金利上昇の可能性

・金融行政の変化

・金融機関の競争激化

・顧客ニーズの多様化

経 営 課 題          

業
務
粗
利
益
の
増
強

ロ
ー
コ
ス
ト
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

 

収収収

益益益

力力力

ののの

強強強

化化化

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

コア業務純益の推移

ＯＨＲの推移

ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ

適切なリスクテイク
による収益資産の
積み上げ

ＣＨＡＮＧＥ

経営効率の改善



 

２．中期経営計画 

８ 

概 要         
 

■ 当行が目指す 

銀   行   像 

 

■ 期       間 

 

■ 名       称 

 

  ■ 基 本 的 な       

     取 組 方 針       

 

「チャレンジ４００」 ～コア業務純益 400 億円を目指して～ 

４年間 （平成１７年４月１日～平成２１年３月３１日） 

§ 新たな視点で考え、挑戦する風土の醸成 

§｢業務粗利益の着実な増加｣と｢ローコストオペレーション｣への取組強化 

§ 地域・顧客・株主とのリレーションシップの強化 

地域と共に歩み、地域と共に発展する「ベストクォリティバンク」 



 

２．中期経営計画 

９ 

基 本 目 標             
 

Ⅰ．収益力の強化 

◆コア業務純益                         ３３３８８８０００億億億円円円以以以上上上（平成２０年度） 

Ⅱ．収益力強化のための個別目標 

 （１）営業力の強化 

     ◆コア貸出金平残                           ３３３兆兆兆円円円以以以上上上（平成２０年度） 

     ◆預り資産残高                   ７７７，，，０００００００００億億億円円円以以以上上上（平成２０年度末）

 （２）経営効率の改善 

     ◆ＯＨＲ                                ６６６０００％％％以以以下下下（平成２０年度）

Ⅲ．健全性の維持 

◆自己資本比率（国内基準）              １１１２２２％％％以以以上上上（平成２０年度） 
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１０ 

重点施策Ⅰ．営業力の強化 ① 
 

 

 

 
コア貸出金平残の推移

29,740

29,303
29,157 29,172

30,310

28 ,0 00

28 ,5 00

29 ,0 00

29 ,5 00

30 ,0 00

30 ,5 00

31 ,0 00

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

億円

事業性貸出金平残の推移

19,709

19,217

18,785

18,560

18,46018,38018,375

1 8 ,0 00

1 8 ,5 00

1 9 ,0 00

1 9 ,5 00

2 0 ,0 00

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

億円

◎推進体制の強化 

◎適切なリスクテイクによる貸出の推進 

■■■      コア貸出金増強への注力 ①  ◆事業性貸出金の増強 

増加基調に転換増加基調に転換

❒ 本部主導による案件取組強化 

  ☞ ローンサポートチームの活用 

    ・成長業種･プロジェクト案件等への対応強化 

  ☞ ビジネスサポートチームの活用 

    ・ビジネスマッチング、Ｍ＆Ａ、株式公開支援等、

      提案型営業への取組み強化 

❒ 新しい営業店融資推進体制の導入 

  ☞ 融資・営業グループ一体化による渉外力強化 

❒ 中・低格付先向け貸出の推進 

  ☞ 中・低格付向け融資案件の積極的な組成 

  ☞ 戦略融資商品の開発 

❒ 新しい審査体制の導入 

  ☞ 信用格付に応じた決裁権限の拡大 
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１１

重点施策Ⅰ．営業力の強化 ②

消費者ローン平残の推移

5,840

6,069

6,417

6,596

7,510

4 ,000

4 ,500

5 ,000

5 ,500

6 ,000

6 ,500

7 ,000

7 ,500

8 ,000

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

億円

■■■      コア貸出金増強への注力 ②  ◆消費者ローンの増強

◎住宅ローンへの取組み強化

◎無担保ローンの推進強化

❒ ローンセンターの拡充・強化 

  ☞ ローンセンター増設 

  ☞ ローンセンターの営業時間延長､休日営業拡大 

  ☞ 住宅業者の囲い込み強化 

❒ 商品提案・商品開発による個人囲い込み 

  ☞ データベースマーケティングによるセグメント別 

     推進の強化 

  ☞ 外部保証の活用 

  ☞ 地域の特性に応じた商品の開発 

❒ 消費者ローン利便性の向上 

  ☞ 受付チャネルの拡大 
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１２ 

重点施策Ⅰ．営業力の強化 ③ 
 

 

 
預り資産の推移

預り資産関連

役務収益
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公共債

役務取引等利益の推移
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1 3年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

億円

◎フィービジネスへの取組強化 

 ❒ Ｍ＆Ａ業務の拡大 

 ❒ 融資関係手数料の拡充 

 ❒ 外為手数料収入の増強 

 ❒ 地公体取引関係手数料の適正化 

◎預り資産の増強 

 ❒ マネーアドバイザーの活用強化 

   ☞ ＭＡの地域母店への配置 

   ☞ ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 1,900 名の活用 

 ❒ 店舗形態の多様化 

   ☞「相談プラザ」の新設 

   ☞「個人取引特化店」の導入 

 ❒ 販売チャネルの拡大 

   ☞ ＡＴＭ、インターネットの活用 

■■■      預り資産の推進と役務収益の増強 

約 20％増

16 年度残高の

３倍 
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１３

重点施策Ⅱ．経営効率の改善

次期基幹システム関連経費を除く
物件費の見込み
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■■■      ＯＨＲの改善

ＯＨＲの推移

66.4

67.3

64.8

63.4

59.6

58

60
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64

66

68

70

72

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

％
システム投資に伴う

一時的な上昇
◎コスト構造改革

◎業務プロセスの改善

◎資産の収益性向上

248

228

❒ グループ一体となった業務効率化の推進 

  ☞ アウトソーシングの活用 

  ☞ ビジネススタッフ等の活用と人員調整 

❒ 営業店業務の効率化 

  ☞ 事務の本部集中化促進 

  ☞ 電子稟議システムの導入等、電子化の推進 

  ☞ 地公体取引関係業務の効率化 

❒ 貸出金の収益性向上 

☞ 信用リスクに応じた金利水準の確保 

    （プライシングの徹底） 

❒ 資産の整理・圧縮・処分促進 

 



 

２．中期経営計画 
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重点施策Ⅲ．その他施策 
 

■■■      強固で効率的なネットワークの構築 

◎システムネットワークの強化と効率化 

 ❒ 次期情報系システムと行内情報ネットワークシステムの統合 

   ☞ マーケティング分析等の効率化による営業力の強化 

 ❒ ＡＴＭ稼働時間延長、営業店の休日サービス実施への対応 

◎有人・無人店舗ネットワークの強化と効率化 

 ❒ 市町村合併を踏まえた店舗配置の見直し 

 ❒ ＡＴＭネットワークの効率化 

◎人材の育成と営業店での活用 

 ❒ 本部人員削減による重点営業分野への人材投入 

 ❒ 高い営業スキルを持つ人材の活用 
   ☞ フィナンシャルプランナー１級（５３名）、中小企業診断士(３７名)等の営業店での活用 

 ❒ 融資に強い人材の育成 
   ☞ 営業店行員の審査部への短期間配属の実施と､営業店への再配置による渉外力強化 

■■■      高い営業スキルを持つ人材の育成と営業店への投入 



 

２．中期経営計画 

１５ 

 
※ 参考：金利水準予想                                                           （単位：％）

 17 年 3 月末 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 

無担保コールＯ／Ｎ ０．００１ ０．００１ ０．２５０ ０．５００ ０．５００

日本円ＴＩＢＯＲ（３ヵ月） ０．０８０ ０．１００ ０．４００ ０．７００ ０．７００

新発１０年国債流通利回り １．３２０ １．５００ ２．０００ ２．５００ ２．７５０

当行短期プライムレート １．８７５ １．８７５ １．８７５ １．８７５ １．８７５

 

損        益 

                                                                                     （単位：億円、％） 

    

 16 年度   
20 年度 

計画 増減 増減率 

業務粗利益 838 925 87 10.4 

 資金利益 741 835 94 12.7 

 役務取引等利益 104 125 21 20.2 

経費 556 552 ▲   4 ▲  0.7 

コア業務純益 284 380 96 33.8 
  

ＯＨＲ 66.4 59.6 ▲ 6.8 － 

自己資本比率(国内基準) 11.0 12.0 1.0 － 

 

 

 

中計施策を 

 着実に実施 

 

 



 

２．中期経営計画 

１６ 

主要勘定平残 
                                                                              

                                                                                （単位：億円、％） 

  
 16 年度    

20 年度 

計画 増加額 増加率 

コア貸出金 29,172 30,310 1,138 3.9 

 うち事業性貸出金 18,375 18,560 185 1.0 

 うち消費者ローン 6,596 7,510 914 13.9 

預金＋ＮＣＤ 48,892 50,950 2,058 4.2 

 うち個人預金 33,314 35,307 1,993 6.0 

  

預り資産残高（末残） 2,237 7,000 4,763 212.9 

 

 

 

中計施策を 

 着実に実施 

 

 



３．平成１７年度業績予想

１７

平成１７年度業績予想            
    （単位：億円）

1 6 年 度  1 7 年 度

（実  績）
前年度比

増 減 額
（予  想）

前年度比

増 減 額

業 務 粗 利 益 ８３８ ▲  １３ ８２１ ▲  １７

資 金 利 益 ７４１ ▲  １０ ７３１ ▲  １０

役 務 取 引 等 利 益 １０４ ２ １０８ ４

国 債 等 債 券 損 益 ▲    ２ ▲    ２ ３ ５

経 費 ５５６ ▲  １７ ５７８ ２２

一般貸倒引当金繰入前業務純益 ２８２ ４ ２４３ ▲  ３９

［ コ ア 業 務 純 益 ］［        ２８４］［      ６］［        ２４０］［  ▲  ４３］

一般貸倒引当金繰入額① ▲  ６５ ▲    ５ ０ ６５

業 務 純 益 ３４７ ９ ２４３ ▲１０４

臨 時 損 益 ▲１７９ ▲    ５ ▲  ８３ ９６

株 式 等 関 係 損 益 ▲    ０ ▲    ２ ０ ０

不良債権処理損失② １７３ １ ７５ ▲    ９８

経 常 利 益 １６８ ４ １６０ ▲    ８

当 期 純 利 益 ８９ ▲  ３２ ９０ １

与 信 費 用 （ ① ＋ ② ） １０８ ▲    ４ ７５ ▲  ３３

コア業務純益の推移

380

240
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279
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15 16 17 18 19 20 年度

億円

基幹システムの更新に伴う
費用の増加(17 年度 24 億円)

１６年度に､予防的に処理
を実施したことから減少を
見込む
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当行が目指す銀行像 
 

地地域域・・顧顧客客・・株株主主ととののリリレレーーシショョンンシシッッププのの強強化化  

 七十七銀行 

地  域 

お客さま 株  主 

地域における 
強固な営業基盤 

収益力の強化による 
株主価値の向上 

お客様にとっての 
当行の価値向上 

収収益益性性のの向向上上とと健健全全性性のの両両立立  おお客客ささままににととっっててナナンンババーーワワンンのの銀銀行行  

銀銀行行業業務務をを通通じじたた地地域域へへのの貢貢献献  



 

 
    
 
 

本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を保証

するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を有して

おりますのでご留意下さい。 

 

・本 件 に 関 す る お 問 い 合 わ せ 先                   

株式会社七十七銀行 総合企画部 

℡  ０２２－２６７－１１１１ 

企 画 課        （内線 ３０１０・３０１１） 

主 計 課        （内線 ３０５０・３０５４） 

広報・関連事業課（内線 ３０２０・３０２１） 

・インターネット・ホームページ・アドレス 
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